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(百万円未満切捨て)

１．平成25年11月期第１四半期の連結業績（平成24年12月１日～平成25年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年11月期第１四半期 106 △24.9 △103 ― △75 ― △87 ―

24年11月期第１四半期 141 △7.5 △97 ― △99 ― △94 ―

(注) 包括利益 25年11月期第１四半期 △153百万円( ― ％) 24年11月期第１四半期 △107百万円( ― ％)

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

25年11月期第１四半期 △3,191 47 ―

24年11月期第１四半期 △4,580 34 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

25年11月期第１四半期 679 △457 △67.3

24年11月期 749 △242 △32.3

(参考) 自己資本 25年11月期第１四半期 △457百万円 24年11月期 △242百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年11月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00

25年11月期 ―

25年11月期(予想)



  

 

 

 
  

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決

算の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。

  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添

付資料４ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧

ください。同様の理由により配当予想につきましても開示しておりません。 

  

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

  (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

  新規  １社 (株式会社メディエート)    、除外   ―社 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年11月期１Ｑ 27,321株 24年11月期 27,321株

② 期末自己株式数 25年11月期１Ｑ ―株 24年11月期 ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年11月期１Ｑ 27,321株 24年11月期１Ｑ 20,708株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年末に発足した新政権による景気対策への

期待感から、おおむね円安・株高に動き、緩やかな回復の兆しが見え始めておりますが、長期的に

は長引く欧州債務危機問題、新興国経済の減速懸念等により、依然として先行き不透明な状況が続

いております。  

  このような環境下、当社グループは、外部環境に左右されず安定成長を確保できる事業ポートフ

ォリオの再構築に取り組み、従来の投資情報提供事業をETF関連事業に転換し、また、従来のライセ

ンス事業については、持分法適用関連会社であった㈱メディエートを連結子会社として取り込むこ

とにより、さらに踏み込んだ医療機器製造販売事業として展開してまいりました。  

  その結果、売上高は106,323千円（前年同四半期比35,339千円の減少）となり、営業損失は

103,643千円（前年同四半期は営業損失97,129千円）、経常損失は75,731千円（前年同四半期は経常

損失99,641千円）、四半期純損失は87,194千円（前年同四半期は四半期純損失94,849千円）となり

ました。  

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

① ETF関連事業 

当社グループでは、前連結会計年度において、日本株、中国株及び為替国際金融情報を提供して

いた同事業の中核会社を売却したことから、ETFに関する情報提供に特化し、同事業をETF関連事業

として展開しております。米国ニューヨークを拠点にXTF, Inc. が有する豊富なETFデータやツール

を金融機関や機関投資家に提供しております。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるETF関連事業の売上高は17,067千円（前年同四半

期比105,029千円の減少）、営業損失は30,655千円（前年同四半期は営業損失12,895千円）となりま

した。 
  

② 金融アドバイザリー事業 

金融アドバイザリー事業においては、投資家のリスク許容度に改善の兆しは見えるものの、依然

としてファンド業界の低迷が継続していることから、ファンドの契約残高が伸び悩みました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における金融アドバイザリー事業の売上高は680千円（前

年同四半期比11,386千円の減少）、営業損失は12,369千円（前年同四半期は営業損失3,844千円）と

なりました。 
  

③ 医療機器製造販売事業 

  従来、当社が行ってまいりましたライセンス事業は、当連結会計期間において㈱メディエート

を連結子会社として取り込むことにより、同事業に代わってさらに踏み込んだ医療機器製造販売事

業を展開しております。 

 医療機器製造販売事業は、当第１四半期連結会計期間より連結子会社となった㈱メディエート

が、平成21年７月に厚労省による薬事承認を取得した日本初のホルムアルデヒドガス滅菌器を中心

に、大学病院や研究機関からの受注により製造、販売を行っております。当第１四半期連結会計期

間においては、営業強化によりホルムアルデヒドガス滅菌器への理解が深まり販売環境は好転して

いるものの、売上増加には至っておりません。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における医療機器製造販売事業の売上高は88,576千円、

営業損失は3,911千円となりました。 
  

上記の各事業の営業損失から、当社グループ管理業務にかかる費用を控除した結果、当第1四半期

連結累計期間における営業損失は103,643千円（前年同四半期は営業損失97,129千円）となりまし

た。これは、新たな事業ポートフォリオのもとで売上の向上に努力してまいりましたが、コストを

吸収するには至らなかったことに起因します。  

 また、経常損失につきましては支払利息4,279千円などを計上した結果、75,731千円（前年同四半

期は経常損失99,641千円）となりました。  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報
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当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて74,536千円減少

し、459,158千円となりました。これは主に、現金及び預金が226,110千円減少し、たな卸資産が

58,147千円、その他流動資産が57,784千円増加したことが原因です。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて4,204千円増加し、220,494千円となりました。これは主

に、有形固定資産が19,622千円増加したことが原因です。 

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、70,331千円減少し、679,653千円となりました。

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて75,002千円増加

し、1,065,511千円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が62,640千円、短期借入金が

41,652千円、未払金が54,551千円、未払費用が46,761千円増加し、1年以内返済予定の長期借入金が

157,766千円減少したことが原因です。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて70,351千円増加し、71,853千円となりました。これは主

に、長期借入金が39,313千円、退職給付引当金が31,806千円増加したことが原因です。 

 この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて、145,354千円増加し、1,137,364千円となりま

した。 

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて215,685千円減少

し、457,711千円の債務超過となりました。これは主に、四半期純損失が149,227千円、為替換算調

整勘定が65,559千円減少したことによるものです。 

  

当社グループは、５期連続の営業損失を計上し、当第１四半期連結会計期間末においては、452,609

千円の債務超過となりました。このような状況を早期に解消するために、外部環境に左右されず安定成

長を確保できる事業ポートフォリオの再構築に取り組み、従来の投資情報提供事業をETF関連事業に転

換し、また、従来のライセンス事業については、持分法適用関連会社であった㈱メディエートを連結子

会社として取り込むことにより、さらに踏み込んだ医療機器製造販売事業として展開しております。し

かしながら、当該事業ポートフォリオの変革による業績予想を合理的に見積もることが困難であるた

め、現状の公表は差し控えさせていただき、業績予想の開示が可能になった時点でお知らせいたしま

す。 

  

 当第１四半期連結会計期間より、支配力基準により持分法適用関連会社であった㈱メディエートを連

結の範囲に含めております。 
  

 該当事項はありません。 
  

   (減価償却方法の変更) 

 当社及び国内国内子会社は、法人税の改定に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年12月１

日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。なお、この変更に伴う当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報

  （資産）

  （負債）

  （純資産）

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２. サマリー情報(注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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当社グループは、当第１四半期連結累計期間におきまして、営業損失103,643千円、経常損失75,731

千円、四半期純損失87,194千円を計上し、平成20年11月期連結会計年度より引続き営業損失を計上して

おり、457,711千円の債務超過となりました。また、当第１四半期連結会計期間末においても一部の債

務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。 

 なお、金融機関からの借入金の返済につきましては、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とし

て資金計画を立案し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済を行っていく

予定で、各金融機関と交渉しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しております。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、XTF, Inc. が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを

活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連する事業に積極的に取組んでまいります。さらに、当

社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可能性のある施

策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

当社グループでは、外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築

するため、これまで持分法適用関連会社であった㈱メディエートを平成24年12月１日に連結子会社と

し、ライセンス事業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安

定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは、平成21年11月期連結会計年度より役員報酬及び従業員給与の削減を継続して

おりますが、平成25年1月には組織・業務の見直しにより人員削減を行いました。今後は、国内外

において現状の規模に合わせたオフィスの移転を予定しており、さらなる経費の削減に努めてまい

ります。 
  

当社グループでは、ETF関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった

複合的な事業構造を十分に活用し、今後も資本政策を含めた新たな資金調達の検討及び交渉を進め

てまいります。 
  

しかし、これらのうち資金調達については、現在交渉中であり、先方との最終的な合意が得られてい

ない事項が含まれております。また、その他の対応策についても継続して実行中であるもののこれまで

のところ十分な成果が得られていない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要

(1) ETF関連事業の強化と事業基盤の拡大

(2) 医療機器製造販売事業の強化

(3) リストラの徹底及び強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み

① コスト削減

② 資産の売却・資金調達
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 250,761 24,651

受取手形及び売掛金 111,494 107,493

たな卸資産 － 58,147

営業投資有価証券 266,774 266,774

その他 11,303 69,088

貸倒引当金 △106,639 △66,995

流動資産合計 533,695 459,158

固定資産   

有形固定資産 23,265 42,888

無形固定資産   

特許権 131,350 130,258

その他 23,355 26,004

無形固定資産合計 154,705 156,262

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

関係会社株式 0 0

その他 101,677 84,703

貸倒引当金 △63,360 △63,360

投資その他の資産合計 38,317 21,343

固定資産合計 216,289 220,494

資産合計 749,984 679,653

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 － 62,640

短期借入金 238,265 279,918

1年内返済予定の長期借入金 273,300 115,533

未払金 323,837 378,388

未払費用 48,546 95,307

未払法人税等 5,781 5,314

前受金 2,906 10,872

預り金 90,912 97,524

その他 6,959 20,010

流動負債合計 990,509 1,065,511

固定負債   

長期借入金 － 39,313

退職給付引当金 － 31,806

その他 1,501 734

固定負債合計 1,501 71,853

負債合計 992,010 1,137,364
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 877,527 877,527

資本剰余金 659,734 659,734

利益剰余金 △1,696,793 △1,846,021

株主資本合計 △159,531 △308,759

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △7,712 △8,610

為替換算調整勘定 △74,782 △140,341

その他の包括利益累計額合計 △82,494 △148,952

純資産合計 △242,026 △457,711

負債純資産合計 749,984 679,653
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年２月28日) 

売上高 141,663 106,323

売上原価 105,443 93,136

売上総利益 36,220 13,187

返品調整引当金戻入額 1,837 －

返品調整引当金繰入額 1,636 －

差引売上総利益 36,420 13,187

販売費及び一般管理費 133,550 116,831

営業損失（△） △97,129 △103,643

営業外収益   

受取利息 778 6

受取賃貸料 － 5,119

為替差益 7,409 30,914

その他 － 1,190

営業外収益合計 8,187 37,231

営業外費用   

支払利息 8,676 4,279

遅延損害金 － 4,038

その他 2,022 1,001

営業外費用合計 10,699 9,319

経常損失（△） △99,641 △75,731

特別利益   

受取賠償金 6,280 －

特別利益合計 6,280 －

特別損失   

本社移転費用 － 12,900

特別損失合計 － 12,900

税金等調整前四半期純損失（△） △93,361 △88,631

法人税、住民税及び事業税 1,488 255

法人税等調整額 － △1,692

法人税等合計 1,488 △1,437

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △94,849 △87,194

四半期純損失（△） △94,849 △87,194
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年２月28日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △94,849 △87,194

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56 △898

為替換算調整勘定 △12,749 △65,559

その他の包括利益合計 △12,806 △66,457

四半期包括利益 △107,655 △153,652

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △107,655 △153,652

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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当社グループは、当第１四半期連結累計期間におきまして、営業損失103,643千円、経常損失75,731

千円、四半期純損失87,194千円を計上し、平成20年11月期連結会計年度より引続き営業損失を計上して

おり、457,711千円の債務超過となりました。また、当第１四半期連結会計期間末においても一部の債

務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。 

 なお、金融機関からの借入金の返済につきましては、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とし

て資金計画を立案し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済をおこなって

いく予定で、各金融機関と交渉しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しております。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、XTF, Inc. が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを

活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連する事業に積極的に取組んでまいります。さらに、当

社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可能性のある施

策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

当社グループでは、外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築

するため、これまで持分法適用関連会社であった㈱メディエートを平成24年12月１日に連結子会社と

し、ライセンス事業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安

定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは、平成21年11月期連結会計年度より役員報酬及び従業員給与の削減を継続して

おりますが、平成25年1月には組織・業務の見直しにより人員削減を行いました。今後は、国内外

において現状の規模に合わせたオフィスの移転を予定しており、さらなる経費の削減に努めてまい

ります。 
  

当社グループでは、ETF関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった

複合的な事業構造を十分に活用し、今後も資本政策を含めた新たな資金調達の検討及び交渉を進め

てまいります。 
  

しかし、これらのうち資金調達については、現在交渉中であり、先方との最終的な合意が得られてい

ない事項が含まれております。また、その他の対応策についても継続して実行中であるもののこれまで

のところ十分な成果が得られていない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年12月１日  至  平成25年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年12月１日  至 平成25年２月28日)

(1) ETF関連事業の強化と事業基盤の拡大

(2) 医療機器製造販売事業の強化

(3) リストラの徹底及び強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み

① コスト削減

② 資産の売却・資金調達

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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